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インフレ・リセッション・アメリカが抱えたコロナ後遺症 

I. 「コロナは終わった」が時代遅れとなったアメリカ 

II. インフレの原因 - 供給側（輸送費や人件費）からの説明 

コロナが終わって久

しいアメリカ。 

ここ数か月の日常生活で感じるのは、コロナがリアビューミラ

ーから消え始めたアメリカである。身の周りのコロナの残像を

挙げれば、スーパーや事務所に置かれたハンドサニタイザー、

現金のやり取りを排除したコーヒーショップのカードリーダ

ー、ハイブリッド出勤の定着で車の少ない月曜日・金曜日（そ

の比較で妙に車が多く感じる水曜日）といった程度だ。それら

は勿論コロナ起因の事象ではあるのだが、今後も恒久的に続く

類のものであり、今後改善されるものではない。 

独り歩きを始めたイ

ンフレと、それに続

く景気後退。 

そんな中でニュースのトップラインを占めるのはインフレから

の利上げとそれに続く景気後退の可能性だ。実は、これらにこ

そ、コロナが直接・間接の影響を与えた訳だが、コロナが目に

つかなくなり、足許の景気不安定さの話題が大きくなるに従

い、後者が独り歩きを始めた感がある。だが、コロナ・パンデ

ミック、それに続くサプライチェーンの寸断やロックダウン、

その対処として何度にも亘って行われた巨額の財政出動。これ

らがなければ、今の様な状況には至らなかった。この足元の景

気不安定さがコロナの置き土産であることは言を俟たないだろ

う。この不安定さが恒久的に続くことはなく、今後、程度の差

こそあれ、何らかの調整が入る。本稿では、インフレに至る今

までの経路、今後の景気後退の有無、より根本的な問題に就い

て考察する。 

サプライチェーンの

寸断が実感されたの

は 20 年の第 2 位四

半期。 

インフレに至った背景として、サプライチェーンの寸断を起因

とした物価上昇、その影響による実質可処分所得低下に対応し

た賃上げ、労務費上昇分を企業が価格に反映させたことで更に

物価上昇、という説明を耳にする。インフレの要因に関して、

供給側をハイライトした立場だ。確かに、20 年 3～4 月にかけ



丸紅ワシントン報告 

2023年 1月 31日 
  

 

2 

て巷間で実感された供給側の混乱は深刻なものだった。小売店

の棚から日用品が消え、Amazon.com で注文しても、品切れか

到着までの期間が何か月か判らないという有様だった。勿論、

大規模なパニック買いと、家屋の大きさにモノを言わせたアメ

リカならではの大量買い溜め（Hoarding）が起きたことが混乱

の一因ではあった訳だが、サプライチェーン寸断の影響は無視

できなかった。 

国際輸送費と消費者

物価 

輸送費が物価に与えるインパクトに就いて、検証する。先ず、

国際輸送費だが、この費用が 2 倍になると消費者物価が 0.7%

上昇するとする調査結果iが存在する。次頁左のグラフは、PCE

デフレータ（インフレ率）と中国から米国西海岸へのコンテナ

運送費インデックスを重ねたものである。感染回復基調が始ま

った 21 年 1 月の運送費（1,331.2 ポイント）と、22 年 2 月

（2,591.8 ポイント）の格差、1.95 倍をこれに当て嵌めると、

運送費効果によるインフレ押し上げは 0.68%に留まる。これだ

と、同期間の消費者物価上昇の一部しか説明できない。また、

前出の調査結果では、国際輸送費の上昇分が消費者物価に反映

されるまでの期間を 12 ヶ月（ピーク）から 18 ヶ月（収束）と

しており、グラフの両者（国際輸送費と消費者物価）の動きと

整合しない。 

国内陸上輸送に掛かるコストに就いて。次頁右グラフは PCE

デフレータとディーゼル代金を重ねたものである。2021 年に

入り、インフレ率の方が先行して上昇し、ディーゼル代金が後

を追う形となっており、ディーゼル代金がインフレ率を押し上

げた様には見えない。一方、ディーゼル代金の動きを見れば、

2022年 2月から 3月にかけて急上昇しており、丁度その頃が、

インフレへの注目度が殊更に高まってきた時期であることを思

い出せば、恰もエネルギー代金がインフレを元凶の様な言われ

方をしたのも宜なるかな、というところであろう。ただ、前述

の如く、物理的なロジスティクスの寸断が最も実感されたのは

2020年の第 2四半期であった。一方、物価上昇が実感され始め

たのは 2021 年に入ってからのこと。それも、最初はレンタカ

ー需要の消滅の影響で起きた中古車の価格高騰であり、多くの

識者が、インフレが一過性ではないと言い始めたのはそれより

ずっと後のことである。前述の通り、国際輸送費と消費者物価

の動きにはラグがあるということではあるのだが、その後の動
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（出所：商務省経済分析局 / Statista / エネルギー省エネルギー情報局） 
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きを注目しても、サプライチェーンの寸断で説明できるインフ

レのインパクトを過大に評価するのは首肯し難い。 

供給側からの物価上

昇⇒給与負担増⇒企

業が値上げ、への疑

問。 

給与負担増を企業が価格に転嫁する状況を考える。その為に、

企業収益と企業の人件費（給与負担部分）を比較してみたの

が、次頁のグラフである。増減の時期と速度に着目する為に、

収益・給与ともに、2019 年を 100 とし、四半期毎の間隔で指

数化した。企業収益は商務省の公表する米国企業収益（税前利

益）の国内部分。企業の給与負担は労働省の公表する私企業全

体の時給×労働時間×雇用者数で計算した。 

企業収益だが、20 年の第 2 四半期（June-20）を底に回復して

いる。同年第 4 四半期には若干凹むが、21 年に入り同年上半期

は成長が加速。その後やや減速しながらも成長が続いてきたこ

とが判る。それに対して、給与負担が 20 年の第 1 四半期の水

準を回復するのは 21 年に入ってからである。この二つの数値

に加えて、企業の求人数を同様に指数にして重ねると、求人増

加が始まるのは 20 年第 4 四半期以降である。 

これらの動きから推測されるのは、企業収益が上昇し、求人数

がそれを追い、その後に給与負担増、という風に見える。企業

が相応の利益を上げられる体制が整い、準じて求人が増え、人

の確保の為に給与負担が増加した。数字を見る限り、そんなス

トーリーが考えられ、給与増がインフレを作ったというのはや

や考え難い。 
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（出所：商務省経済分析局 / 労働省労働統計局） 

III. インフレの原因 - 未曾有の消費 
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普段より沢山買った

から値段が上がった

という常識の検証。 

2020 年半ば、感染の只中で企業収益を押し上げた原因は何

か。当地で生活した者の感覚から言えば、その時期に消費が急

増したから、に尽きる。財の消費支出は急増し、企業は顧客に

敬遠される懸念なく価格を引き上げられる様になった。そうい

う当たり前のことが起きただけ、というのが筆者の考えだ。そ

の確認の為に、消費支出と物価の推移を検証する。検証に際し

て、財とサービスを区分し、財に就いては、変動の大きかった

三品目（自動車・食料・ガソリン）と、それ以外に分ける。 

話題となって来た、

自動車・食品・ガソ

リンの動きを見る。 

自動車・食品・ガソリンを合算した消費支出（全て実質）は、

次頁グラフの通り、20年 4 月に急落したものの短期間で回復し

た。2021 年、活動再開に伴う自動車需要の高まりで、消費支

出がスパイクする。それに牽引されて物価（前年同期比）も上

昇する。一方、21 年の物価上昇と逆に消費支出はピークアウ

ト。22 年第 2 四半期以降は概ねトレンドラインに沿った動きと

なる。物価は消費支出から 1 年後の 22 年第 2 四半期にはピー

クアウトとなる。22 年 3 月以降、ウクライナの影響はあった

が、大きなインパクトでなかったことが判る。 
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（出所：商務省経済分析局） 

 

（出所：商務省経済分析局） 
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家具・衣料品・娯

楽・医薬品・日用

品・貴金属等の消費

支出はトレンドライ

ンを大きく上回り、

物価も然程は下がっ

ていない。 

三品目以外の財（家具内装・衣料品・娯楽器具用品・医薬品・

日用品・貴金属等）の消費支出の回復は早く、20年 6 月にはト

レンドラインを大きく超えた。秋冬の感染再拡大で一旦下降、

年末年始で戻した後、アメリカ救済計画法施行の 21 年 3 月に

再び急上昇する。その後は大きな増減なく推移している。物価

は消費支出を追う様に 21 年 3 月以降急上昇し、その後一年は

上昇が続いた。三品目と比較すると、現時点で消費支出はほぼ

横ばい、物価も三品目程は下降トレンドではない。 
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（出所：商務省経済分析局） 
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品目ごとにばらつき

の大きいサービス。 

サービスは、下グラフの通り、消費支出は未だトレンドライン

に至らず、緩慢に上昇している。物価もそれに準じて引続き上

昇トレンドにある。内訳を見ると、居住費や光熱費、外食など

は既にトレンドラインを越えている一方、医療サービスや交通

サービスは引続きそれを下回る。財と比較してサービスの消費

支出の回復は緩やかであったことが判る。外出への制約がその

トレンドの原因とすれば、感染が意識されなくなって久しいア

メリカで、制限緩和によるサービス消費支出の大幅上昇は見込

めないだろう。 

消費が然程落ちてい

ないので、物価が緩

やかにしか下がらな

いのは当たり前。 

上の 3 つの分類による消費支出と物価の動きを見ると、両者動

向の平仄があっている。エネルギー・食品・自動車を除いたそ

の他の財やサービスでは、消費支出は大きく下落局面にはな

く、物価上昇は緩やかに収束してきている。 

インフレで生活が厳しいという怨嗟の声は、政治の街ワシント

ンでは往々にして選挙のネタにはなる。だが数字を見ると、国

民の、娯楽器具用品や貴金属、内装や衣料品、外食への消費は

続いている訳で、「生活が厳しい」という声は「2020 年ほど

安く爆買いが出来ないので不満」と翻訳すべきだろう。計数か

ら推し量れる実態の裏には、引締め一方では説明できない足元

の米経済のダイナミクスがある。次章以降それを検討してく。 
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IV. リセッションの抑制要素 - 預金残高。 

  
（出所：連邦準備制度理事会） 
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預金 TL-預金

前例のない流動性の

メリットを享受する

家計。 

巨額の個人向け給付や地方政府向け交付金、使いきれない額の

資金が個人に交付された。剰余資金は様々な資産に形を変え家

計部門の保有資産を押し上げた。増加資産の一部は容易に引出

し可能な銀行預金であり、それが消費や消費マインドを支え、

インフレ収束の速度をコントロールしている可能性がある。 

「引き出し可能な」銀行預金として、小切手預金・現金 iiと定

期及び普通預金iiiの 2 種類の家計資産を想定する。定期預金は

期日までの引き出しは出来ないが、小切手預金と普通預金は、

要求払い預金である。この 2 種の預金の残高だが、以下左側グ

ラフで見られる増減の通りで、両者間で資金移動が起きている

と思われる。その効果を排除する為に両者を合算したものが、

以下右側のグラフである。直近 2022 年第 3 四半期時点では、

実績がトレンドラインを 3.1 兆㌦上回る。勿論、この中には負

債の増加部分や他資産の処分に拠る一時的な資金も含まれ、こ

の残高全てが消費に回せる ivわけではない。一方、家計がこれ

だけのボリュームの資金を擁しているのは事実。実際に消費に

回せることに加えて、消費意欲を支える役割も担っているだろ

う。預金を徐々に取り崩す結果、消費の落ちは緩やかであり、

物価上昇は抑えられつつ、急激な景気後退には向かわず、バラ

ンスを取りながら徐々に過熱が冷却していく様にも見える。 
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V. リセッションの抑制要素 – 然程増えない個人利息負担。 

  
（出所：連邦準備制度理事会） 
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政策金利 米国債3ヶ月利回

借入が増え利率が急

上昇しても家計（個

人）の金利負担は急

増しそうなものだ

が。 

積み上げた預金は徐々に減少傾向にあり、家計が所得を超えた

消費を行っていることが予想される。そこで類推されるのは個

人負債vの増加だ。それを示すのが、以下左のグラフである。

消費者信用残高の実数と 19-20 年のトレンドラインを重ねてい

る。感染開始以降は実績がトレンドラインを下回っているが、

直近 22 年 11 月にはほぼトレンドラインに達している。以下右

グラフで同時期の金利率を見ると、22 年 3 月まではゼロ金利解

除以降、短期間で利率が急上昇している。 

バイデン政権が止め

ない学生ローンの支

払免除。だから、多

少奢侈品を多く勝っ

ても未だ金がある状

態が続いている。 

残高がトレンドの水準に戻り、利率がこれだけ上がれば、家計

の金利負担の急上昇が想定される訳だが、そうなっていない。

それが次頁左のグラフである。支払利息額は 22 年に入って確

かに上昇しているが、上の残高と利率上昇を反映している様に

は見えない。その理由として考えられるのが次頁右グラフだ。

実は消費者信用の与信元の約 1/3 が連邦政府であり、この多く

が学生ローンである。そしてその一切の元利返済は 2020 年 4

月以降停止されているので、消費者信用残高の内のこの部分

（グラフ中透明の部分）は利払の対象外となっている。これだ

けの利率上昇が、然程に個人支払利息額に影響を与えていない

一因はこの部分であろう。 
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（出所：商務省経済分析局 / 連邦準備制度理事会） 

VI. リセッションの抑制要素 – 消費が落ちないので仕事がなくならない。 
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2019 - 借入先別消費者信用残高 [兆㌦]

銀行等 連邦政府 その他 合計

6 月時点の景気次第

では学生ローン支払

再開可能性あり。そ

れでも負担を減らす

努力を止めない票集

め巧者のバイデン。 

本来はコロナ対応として、時限的に始まった学生ローンの支払

停止措置だが、コロナの影響が無くなって久しい今日でも延長

が続いている。昨年、バイデン政権は 1 万㌦（一部 2 万㌦）の

学生ローン残高帳消しを決めたが、裁判所の差止命令を受けて

施行が止まっている。それを理由として、学生ローン支払い停

止期限は 23 年 6 月まで延長され、更に借り手の負担を減らす

政策も打ち出されている。こうした様々なツールを、その時点

での景気を見ながら使い分けることで、過熱した景気を冷やし

つつ、急激な景気後退を回避しようというのが、政権の発想で

あろうし、現状それが奏功していると言って良い。 

現時点でも不足に見

える雇用者数。引続

き売り手市場の様に

見えるが。 

まとまった額の貯蓄、利率が跳ね上がっても然程には増えない

利払に加えて、足元の労働市場も消費者の消費意欲を急減させ

ない一因だろう。次頁のグラフは民間の雇用者数推移と同時期

の求人数を重ねたものとなる。これを見ると、雇用者数は引続

きトレンドラインに届かず（△3.2 百万人）、人手不足が続い

ている様に思われる。勢い、企業は採用に躍起になっており、

求人数は減少傾向とは言え、高止まっている。結果、多少景気

が冷却化しても、求人数は減少するが、極端な解雇は起きにく

いという説明も付く。 
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（出所：労働省労働統計局） 

VII. では、ソフトランディングとならない因子はどこに潜んでいるのか。 
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順調にインフレ沈静

化している様に見え

るが。 

前章までの内容を見れば、輸送費高騰は（コモディティ価格の

影響は不可避と雖も）解消に向かい、過熱した消費は急冷却で

はなく、徐々に収まり、価格高騰は順調に沈静化に向かってい

る様に見える。結果、景気後退を伴わずにインフレが終息する

シナリオも見えてくる。そこで、以下、計数を見る限りで、そ

うならない因子を、確認していく。上では、リセッションを回

避しつつインフレが収束していくシナリオの背景を 3 つ挙げた

が、その各々に就いて考察を加える。 

超過預金が解消した

後。 

先ず家計部門の預金だが、前出の連邦準備制度理事会の調査結

果viは、2023 年中には超過預金 1.7 兆㌦の多くが使い切られる

可能性を示唆している。超過預金が減少している＝家計が可処

分所得以上の消費をしていることを意味し、預金が尽きてしま

えば、預金を使うことで維持されてきた部分の消費は減退する

ことになる。消費の減退が企業業績を押し下げ、雇用への調整

が入る。それが更なる消費の減退を生む。そうなると景気後退

のシナリオが見えてくる。一方、直近の 6 ヶ月で見ると、給与

の上昇率がインフレ率を上回っている vii。これが維持されれ

ば、消費者の購買力は低下せず、超過預金の減少も抑えられる

と同時に、仮にそれが枯渇しても一定程度の消費が維持される

ことも考えられる。これが、バイデン政権が目論むことだろ

う。 
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超過グループ 鉱業・林業、耐久財製造、非耐久財製造、小売、運輸・倉庫、公共、専門

ビジネスサービス 

未回復グループ 建設、卸売り、情報、金融、教育・医療、レジャー・娯楽、その他 

 

利払の増加は政権の

さじ加減で調整可能 

次に個人の金利負担上昇に就いてだが、前章の通りで学生ロー

ンの支払いが再開されれば、影響は不可避だろう。だが、支払

再開期限（23 年 6 月）時点で、前述の残高帳消しが成立せず、

景気が安定していなければ、バイデン政権は再度支払再開期限

を延長する可能性が高い。残高帳消しが成立し、期限延長の理

由が喪失した場合に備えて、既に月次支払減額の施策が打ち出

されている。結果、帳消しとの合わせ技で消費者へのインパク

トはコントロール可能だ。何れのケースでも、バイデン政権は

消費に悪影響が及ばない様な手段を揃えていると言って良い。 

雇用者数の分析 前頁のグラフの通り、民間全体の足元の雇用者数は、トレンド

を 3.2百万人下回る。だが、労働統計局が使う 14区分でセクタ

ー毎の動向を見ると、7 セクターの雇用者数はトレンドを上回

り（超過グループ）、残りの 7 セクターは下回る（未回復グル

ープ）ことが判る。以下がその区分となる。 

 2 グループの雇用者数推移を示すのが次頁のグラフだが、(i) 

「超過グループ」の雇用者数増は頭打ちであり、(ii)「未回復

グループ」の雇用者数は長期に亘ってトレンドに及ばない。 

「超過グループ」の動きは消費の軟化によって雇用の伸びが減

速したことが背景だろう。「未回復グループ」の伸び悩みの理

由は、給与の低かったセクター（例：レジャー・娯楽）から、

「超過グループ」のセクターへの転職（恒久的な求職者の

減）、教育・医療セクターの転職障壁が考えられる。 

これから消費が減退する場合、「超過グループ」で（解雇等

で）喪失する雇用が未回復グループに向かうことも考えられ

る。だが、長期人手不足に慣れた採用側が、消費が然程増えな

い中で採用をいきなり増やすことも考え難い。全体で見れば人

手不足だが、超過グループは既に余剰であり、この部分で雇用

削減圧力があるかもしれない。 



丸紅ワシントン報告 

2023年 1月 31日 
  

 

12 

 
（出所：労働省労働統計局） 

 
（出所：労働省労働統計局） 
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両グループの昇給差 「超過グループ」と「未回復グループ」の給与の推移を見る

と、「未回復グループ」の方が、よりトレンドラインより上の

水準に達している。コロナ以前は、同グループの給与水準が低

く、その上昇率も遅かった訳だが、コロナのディスラプション

を経て、それが修正されている様子が見える。労働者側から見

れば待遇改善だが、使用者側から見ればコスト増である。この

コスト増が、消費減退の場面で「未回復グループ」の採用を抑

制する一因になる可能性を排除しない。 
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VIII. では、今まで何が起きて、今後は何が起きるのか。 

 インフレからの景気後退如何に就いて、家計の預金残高（消費

者の手元流動性）・個人の金利負担（消費者の固定費）・雇用

動向の視点から考察を加えた。そこから類推して、預金枯渇と

共に消費が減退、学生ローン支払を始め消費者信用残高の増加

で元利払いが増加し更に消費にブレーキをかけ、人員整理が進

み、それが更なる消費減退を生む、即ちリセッションに進む可

能性も引続き残る。一方で、足許のインフレ沈静化を見れば、

消費が一定程度維持され、結果として雇用が維持され、インフ

レが収束していくシナリオも説得力を帯びてくる。すると、リ

セッション確率が下がった等々の報道が出、ワシントンではそ

れをバイデン政権の成果として喧伝し、バイデン大統領の二期

出馬に異を唱える声が沈静化していく。前述の通り、政治の街

ワシントンではそれが常である。一方で、少しそこに距離を置

いて眺めれば、また別の問題が見えてくる。本稿で示した通

り、報道のトップラインを飾る「自動車・食品・エネルギー」

がインフレ率を大きく動かす中で、実は「三品目以外の財」は

コロナ感染真っただ中で早々に大幅回復改善し、「サービス」

は着実に回復の途上を辿ってきた。その力強い消費は、労働市

場はタイト化させ、労働者は数十年に亘って期待出来なかった

交渉力を得（政府の手厚い移転所得に加えて）稀に見る昇給に

恵まれた。字面を追えば評価されこそすれ懸念を表明するもの

ではないのだが、やはり、そのステイタスに至った根本原因

が、コロナであり、コロナ補償には過大な財政出動であったと

すれば、不自然感は拭えない。 

次頁のグラフは、コロナ感染以降、アメリカ人の消費支出品目

の増加率（上位 10 品目）を示す。ここには海外旅行・通信機

器・映像音響等機器が含まれる。それ以外も寄附・運動器具や

銃・ゲームやペット等が並ぶ。これを見て、何が感じられるで

あろうか。コロナ感染の影響で仕事を失い生活に苦しむ人間

が、こんな買い物をするであろうか。勿論、今まで普通に出来

ていた外食や旅行が出来なくなった。その鬱憤晴らしに買い物

に走った、と言われれば、その買い物を責めるのは正しくな

い。だが、それが今の消費や雇用を支えていて、その延長線上

でソフトランディングが出来たとすれば、それが新たな常態に

なることを意味する。それが自然だろうか。 
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（出所：商務省経済分析局） 
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実質個人消費支出上昇率 [MAR20 - DEC22. 年率]

 労働生産性が向上した訳でもなく、大きな技術革新の影響が及

んだわけでもない。只管に使い切れない量の資金が流れ込んだ

のみ。労働に対するリウォードでない・達成感を伴わない金。

それが向かう先として映像機器や娯楽車輛（オートバイやプレ

ジャーボード）、ゲーム・ペットや寄付は寧ろ妥当だっただろ

う。ただ、その売り買いが、今の経済発展を支えているとすれ

ば、それを見て盤石と評価するのは憚られる。こうした Prime 

Pumpingが突き動かす経済。その地で生活して感じるのは、モ

ノやサービスの質が下がるのと反比例して上がる物価、であ

る。レストランに行って、「人が足りないから」という理由

で、メニューに載っているものが出てこない。それなのに値段

は上がり、サーバーはチップを要求する。ファストフードやカ

フェのレジでカード支払いをすれば、何のサービスがなくて

も、カードリーダー上にチップの額を選択する画面が出て来

る。冷静に考えればおかしいはずだが、それが、外から流し込

まれた金を使い続けることで維持される経済の実態だ。 

 三品目以外の財（家具内装・衣料品・娯楽器具用品・医薬品・

日用品・貴金属等）への消費支出がコロナ感染下でもトレンド

ラインを超えた点は上で示した通りだ。考え様によっては、お

金が余っている前提で消費される財だから、そういう動き方に

なったとも言える。では不況になったらどうなるか。それが次

頁右のグラフだ。金融危機時（07-09 年）の数字だが、左側の
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（出所：商務省経済分析局） 
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自動車・食品・ガソリン等（エネルギー）比較で、その他の財

が大きく減少していることが判る。 

 足元で、雇用が本来以上の雇用を生んでいるセクター（超過グ

ループ：鉱業・林業、製造、小売、運輸・倉庫、公共、専門ビ

ジネスサービス）の金融危機時の雇用者数推移が下左のグラフ

だ。現時点で雇用が不足している未回復グループ（建設、卸

売、情報、金融、教育・医療、レジャー・娯楽、その他）に比

べて動きが大きくなっていることが判る。詰まり、今、モノが

売れ、雇用が増加している品目や業界というのは、ひとたび景

気の回転が逆になれば、大きく凹む危なさを孕んでいる。 
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以上/峰尾 

 このコロナ起因の現状は、中長期的にアメリカの労使関係に影

響を及ぼす可能性がある。大量の給付金を梃子に、労働者は交

渉力を得、行使した。手元資金があって働かなくても暫くは生

活できる。そんな時に、やり甲斐もキャリアアップの可能性も

無い仕事に就くのは合理的な判断ではない。人手不足に苦しむ

企業側は単純労働の労働者にまで多額のサインアップ・ボーナ

スを出した。そうなれば、労働者はそのボーナスの多寡で就職

先を選ぶ。給料がある程度の水準になれば、今度は有給休暇や

自宅勤務可否等のベネフィット充実度で就職先を選ぶ。そこま

で好き勝手言われても、人が足らなければ要求を呑んで人を雇

う。根本的に正しくないとか不自然とか、そういう熟慮はここ

では機能しない。市場がクリアしたものであれば、それが正し

い条件。それに対しては、呑むか呑まないかの二択しかなく、

兎も角選択をして Move on する。その発想がアメリカの俊敏さ

の源だ。だが、その俊敏さは、労使関係の振り子の振れ幅を大

きくしていく。上の第 7 章で書いたが、「人手不足」のセクタ

ー群（未回復グループ）にとって、雇用が本来より少ない状態

が 2 年も続き、それで相応の業績を上げているとすれば、それ

は不足と呼ばないだろう。寧ろ、少ない頭数で収益を上げられ

るのが新たな常態になったと言うべきだろう。その類の雇用減

は恒久的だ。そこに、労働市場の軟化で職を求める人が増えた

らどうなるか。企業側が採用に苦労したことの鏡のように、労

働者側が就職に苦労することになるだろう。それはその時々の

市場のダイナミクスだけに留まらない。そういう振り子の大き

な振れが続くことで、労使間の不信感は更に高まり、双方が目

先の便益にドライブされた動きを採る様になっていく。そして

技術の進歩はこうした目先の便益の追求を容易にしていくだろ

う。労働者側が、会社の給料は貰いつつ仕事に費やす時間や労

力を極小化する「隠れ退職」（Quiet Quitting）に走れば、そ

れに対抗して導入される企業の監視システムが、従業員の PC

のモニターやキーストロークを四六時中見張り続ける。それ

が、高度に洗練された職場環境と言えば、そうかもしれない

が、そんな安心できない関係の下、組織や機関が安定するとは

思えない。 

これが、コロナが生み出した本当の後遺症であり、アメリカを

不安定にする一因となるだろう。 
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